




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































みに、総就学率はGross School Enrollment Ratio、純就学率はNet School Enrollment Ratioである。
「教育指数」＝（成人識字率）× ＋（就学指導数）×32 31




「人間開発指数」＝「所得指数」× ＋「教育指数」×＋「平均寿命指数」× 3131 31
































（14）European Bank for Reconstruction and Development, Transition report 2004 Infrastructure, EBRD
Publications Desk, 2004, pp.194-195.
















































出所：CIA, The  World Factbook 2005より作成
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人びとが享受しているといえるだろう。永年にわたって築き上げてきた社会シス
テムは、いまだに人びとを取り巻く生活環境を押し上げる作用を持っているとい
える。
さらに、共産主義体制から資本主義体制への移行を「漸進主義」で進めてきた
ことも、逆説的ではあるが、人びとの生活環境を守る方向へ作用していたと考え
られる。すなわち、ウズベキスタンでは、いち早く「商品価格の自由化」や「国
営企業の民営化」といった経済活動の自由化を打ち出したにもかかわらず、一方
で、強権的な為替管理や貿易障壁の設定を行なってきた。その出発点は国内産業
保護であった。1996年に主要輸出産品である綿花の国際価格が下落したことから
大幅な貿易赤字を記録したことに対処するため、貿易と為替に関する国家管理を
強化し、先述のように1997年から複数為替レート制を導入したのである(19)。この
結果、貿易収支は1998年に黒字に転じたものの、貿易額は輸出入とも低下し、と
くに外国からの直接投資は冷え込んだ(20)。
実は、ウズベキスタンはCIS諸国の中でも最も外国投資流入額の少ない国の１
つである。欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）によれば、1989年から2001年の累積外
国投資流入額は7億6,800万ドル、国民１人あたり30ドルに過ぎず、これはＣＩＳ
諸国の中ではタジキスタンに次ぐ低さである(21)。すなわち、外国資本の流入が極
端なほどに抑制されたことから、市場経済化の進展の中でも産業構造が変化しな
かったのである。この点は、東アジアや東南アジア地域で積極的な外資導入によ
る国内産業のドラスティックな工業化推進とは一線を画している。ウズベキスタ
ンのカリモフ政権が、国内産業の高度化（工業・サービス分野の比重拡大）を意図
的に阻んでいたわけではないだろうが、市場経済への制度転換が漸進的であった
ことと、国内の資本蓄積が貧弱であったこと、海外からの投資を冷え込ませてき
たことが国内において農業分野の維持と発展に寄与したと考えられる。事実、
1996年に農業分野のＧＤＰに占める比率は22.4%であったが、これが2005年には
34.2%に拡大している。この点からも農産物の国内供給を支える姿が見えてくる。
繰り返しだが、食糧の自給体制を維持発展させてきたことが、通貨スムの対外的
価値の減価にもかかわらず、国内における購買力を高く保ってきたのである。
最後に、ウズベキスタン経済の抱える課題に触れておく。現状では、独立以来
の漸進主義改革路線に変わりはなく、外国投資が依然低調である。資本蓄積の高
度化が進んでいないことを鑑みれば、同国が経済の長期的発展を図るためには、
従来の漸進主義路線と国際金融機関からの改革要求（為替取引の自由化や外資受け
──────────────────
（19）平成16 年度外務省第三者評価『ウズベキスタン・カザフスタン国別評価最終報告書』第2章2-2参
照
（20）同上
（21）平成16 年度外務省第三者評価『ウズベキスタン・カザフスタン国別評価最終報告書』第2章2-2参照。
入れ）との調和をどのように図っていくかがこれからの経済政策の焦点となって
いくと考えられる(22)。
また、教育部門における支出（対ＧＤＰ比）が下がっていること、都市部と農
村部の両方で識字率が僅かだが下落していること、教育分野の平均賃金が1991年
の321ドルから徐々に下がっており、2002年時点で39.17ドルにまで落ち込んでい
ることなど、過去の遺産を食い潰し始めた社会的兆候が見られる。過去の遺産を
すり潰してしまう前に、適切な対処を施すことが強く望まれる。
［かとう いわお］
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──────────────────
（22）同上。
